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災害時における医療・救護情報システム研究
会」（事務局：日本総合研究所（株）、座長：筆者）
も立ち上げ（スライド 10）、さらには東北大学

病院が実施主体の第三期地域医療再生計画事
業「宮城モバイル・アセスメント・システム
の基盤構築実証事業」を開始し、災害現場の
医療救護従事者がタブレットなどのモバイル
端末で避難所アセスメントを行い、同時に迅
速かつ適切なデータの整理・分析が可能なシ

ステムの開発に、現在取り組んでいる（スラ
イド 11）。

被災地の災害医療コーディネー
ター統括下で行う医療救護活動
―日赤救護班が One of them で

終わらぬための備えは？―

長岡赤十字病院　救命救急センター長　内藤　万砂文

【変わってきた災害医療】

わが国の災害医療の変化にはめざましいも
のがある。2004 年中越地震では支援医療班の
出足は悪かった。また、「医療の窓口」も明ら
かではなかったため、無秩序な救護活動が行
われ被災者を混乱させた。2007 年中越沖地震
では支援医療班の動きはすばやく、多くの支
援班が発災当日から被災地に入った。初めて
の組織的な活動となったDMATは現場活動、
病院支援などの本来業務はもちろんとして、
避難所活動やコーディネート本部立ち上げな
どにも活躍し大いに評価を高めた。このとき
保健所長が務めた災害医療コーディネートが
うまく機能したため、延べ 380 チームもの多
くの医療班が大きな混乱なく活動することが
できた。そして、2011 年東日本大震災ではさ
まざまな組織からの医療班が災害医療に参画
し、各地でさまざまなコーディネートが行わ
れることになった。津波被害が主で救命医療
対象の傷病者が少なかったためDMAT活動の
場は SCUなど限定的であったが、初動となっ
た JMATは被災各地の避難所などで息の長い
支援活動を行い高く評価された。東日本大震
災での活動を受けて、厚労省は「災害医療等
のあり方検討会」を開催し、県本部および被
災地域でのコーディネート体制の計画策定を
指示した。その結果、全国各地でコーディネー
ター指名作業が進み、災害研修会が積極的に
開催されるようになってきている。

【南海トラフ大地震において】

南海トラフ大地震での医療救護活動は、被
災地の災害医療コーディネーターの統括下に
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行われることになろう。従来のように赤十字
内部に留まるかたちでの指揮命令系統は機能
しなくなる可能性がある。東日本大震災を経
験し、災害医療への関心が大いに高まってき
た。超急性期には DMATが、急性期以後に
も多種多様な組織から多くの医療班が被災地
にかけつけることになろう。日赤救護班がそ
の存在感を示すためには、信頼されるに値す
る圧倒的な実力を有していなければならない。
そのためには、平時からの実践的な研修・訓
練の積み重ねが重要であり、日赤がこれまで
積み重ねてきた救護活動のノウハウを共有で
きる教育システムの構築も急務である。救護
活動の内容も従来の救護所活動や巡回診療か
ら、災害医療コーディネート本部サポートや
被災地病院支援などにシフトしていくと思わ
れる。災害医療のフェイズや全体像を熟知し、
変化する医療ニーズを的確にとらえ、救護班
撤収のタイミングを見通す能力がないとコー
ディネート本部サポートは務まらない。災害
医療コーディネートに関わるためには、平時
から自らの地域における災害医療システムに
おいて主導的役割を担っている必要がある。
また、病院支援は被災地の高次医療維持のた
めには欠かせない重要な役割であるが、やり
たがらない医療班が東日本大震災では目につ
いた。その業務が日常診療の延長であり病院
当直に等しい地味な仕事であるためかもしれ
ない。しかし、この業務は被災地の病院スタッ
フの負担軽減に直接つながる最も有意義な役
割であることからも、日赤として積極的に取
り組んでいきたいものである。

【日赤の課題】

災害医療は日赤のお家芸であった。しかし、
この 10 年間で状況は一変しあらゆる組織の医
療班が競って災害医療に参画するようになっ
た。日赤の名前だけで救護活動ができた時代
は終わりをつげ、日赤救護班もOne�of�them、
すなわちその他大勢の一つとしてのスタート
を余儀なくされる時代となった。しかし、こ
こで埋没してしまうことは日赤には許されな
い。災害医療は法的にも日赤の責務であると
ともに、日赤には他組織にはない財産がある。

意欲ある人材、本社、支部、病院とボランティ
アからなる赤十字ネットワーク、豊富な救護
活動経験そして dERU、救急車両などの資機
材は多組織にはない日赤独自の財産といえる。
これらを駆使し被災地からのいかなる要望に
も快く対応できてこそ「災害医療の日赤」で
あろう。赤十字ネットワークを活かすために
は、全国赤十字救護班研修会やブロック訓練、
支部訓練などに積極的に参加し顔の見える関
係を築いておきたい。さらに赤十字の枠にと
らわれることなく広く他組織との連携を進め
ることが今後は必要である。そのためには、
病院、支部、ブロック単位などで開催される
訓練・研修会において、赤十字以外の組織に
広く門戸を開き積極的に交流を図ることも重
要であろう。今、私たち日赤に求められてい
ることは、日赤を知り、他組織を知り、そし
て他組織からも知ってもらおうとする積極的
な姿勢である。
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